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TCFD（気候変動関連情報開示タスクフォース）提言への賛同および 

TCFDコンソーシアムへの参画に関するお知らせ 
 

当社は、このたび、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）（※1）提言への賛同を表明する

とともに、賛同企業や金融機関が議論する場である、TCFDコンソーシアム（※2）に参画いたしまし

たので、お知らせします。 

 

 

 
 

 
 当社は、創業来、資源の無駄遣いをおさえ、永続的な地球上の人類や動植物の繁栄に寄与すること

を企業哲学にすえ、不動産再生事業を中核とした事業を展開いたしております。当社が取り組むべき

サステナビリティの重要課題には「環境保護」「地域創生」「人財育成」の3項目を掲げ、持続可能な社

会の実現への貢献と、中長期的な企業価値の向上を目指す活動を推進しております。 

このたび、さらに情報開示の充実を図り、投資家の皆様に当社の取り組みをご理解いただくべく、

TCFDへの賛同表明ならびにTCFDコンソーシアムへ加盟いたしました。今後、提言に基づく自主的か

つ積極的な情報開示を進めてまいります。 

サステナビリティの推進状況ならびにESGデータ等につきましては、当社ホームページ内「サステ

ナビリティ」https://www.sunfrt.co.jp/sustainability/にて、順次お知らせいたしてまいります。 

 
※1 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）（Task Force on Climate-related Financial Disclosures） 

G20 の要請を受け、主要国の中央銀行や金融規制当局などが参加する国際機関である金融安定理事会（FSB）に

より、気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するため 2015 年に設置されたプロジ

ェクトチーム。気候変動への企業の取り組みについて、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の 4 項

目について、自社への財務的影響のある気候関連情報を開示するよう推奨しています。 

※2 TCFDコンソーシアム 

企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断につなげる取り組みについて議論する

場として、2019 年に日本で設立。TCFD提言に賛同する企業や金融機関等が取り組みを推進しています。 
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